
 

平成 28 年度第 1 回 

北区まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 次第 

 
 

日時：平成２８年７月２７日（水）午後７時 

場所：北とぴあ 14 階カナリアホール 

 

 

１．開会 

 

 

２．政策経営部長挨拶 

 

 

３．推進会議の運営について 

 

 

４．委員委嘱（委嘱状交付） 

 

 

５．委員紹介 

 

 

６．会長及び副会長の互選 

 

 

７．議題 

 

（１）北区の人口の現状について 

（２）北区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）の平成 27 年度実績ついて 

 （３）地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用事業の

効果検証について 

 （４）平成 28 年度北区版総合戦略の改定について 

（５）その他 

 

 

８．閉会 

 

 

 

 

 

 



＜配付資料一覧＞  ■：事前送付  □：当日席上配付 

■式次第 

■設置要綱 

■会議の公開に関すること 

■委員名簿 
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■重要業績評価指標（KPI）地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創

生先行型）活用事業の効果検証について 

■まち・ひと・しごと創生基本方針 2016（まち・ひと・しごと創生本部作成） 

□平成 28 年度北区版総合戦略改定スケジュール 

■地方創生加速化交付金（２次募集）に係る実施計画の提出について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



北区まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議設置要綱 

 

２ ８ 北 政 企 第 １ ２ ０ ８ 号 

  平成２８年５月２３日区長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、北区まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」

という。）の推進及び改定に関し、北区まち・ひと・しごと創生総合戦略推進

会議（以下「推進会議」という。）を設置することを目的とする。 

 

（所掌事項） 

第２条 推進会議の所掌事項は、次のとおりとする。 

（１）総合戦略に掲げる施策の効果検証に関すること。 

（２）総合戦略の改定に係る検討に関すること。 

 

（組織） 

第３条 推進会議は、次に掲げる者で、区長が委嘱する委員をもって構成する。 

（１） 学識経験者     ３人以内 

（２） 各種団体構成員   ７人以内 

（３） 区民代表      ３人以内 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は二年とし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けたときは、補欠委員を置くことができる。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 推進会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。 

３ 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 推進会議は、会長が招集する。 

２ 推進会議は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができな

い。 
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３ 推進会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。 

４ 推進会議は、必要があると認めるときは、推進会議の委員以外の者を出席

させ、意見を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第７条 推進会議の庶務は、政策経営部企画課が行う。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関する事項その他必

要な事項は、会長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２８年５月２３日から施行する。 

 

 



 

 

「北区まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」の公開に関すること 

 

第１ この内規は、「北区まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議（以下「推進会議」

という。）の会議の公開に関し必要事項を定めるものとする。 

 

第２ 会議は運営上支障がない限り公開とする。 

 

第３ 傍聴を希望する者は先着順で受け付けるものとし、所定の傍聴簿に自己の氏名及び

住所を記入の上、所定の傍聴席で傍聴しなければならない。 

 

第４ 次の事項に該当する者は、傍聴席に立ち入ることができない。 

（１）カメラ・ビデオカメラ・録音機の類を携帯している者。 

（２）酒気を帯びていると認められる者。 

（３）その他議事を妨害することを疑うに足りる事情が認められる者。 

 

第５ 傍聴人は次の行為を行ってはならない。 

（１）議事に対しての発言や騒ぎ立てる等、議事の進行を妨げること。 

（２）カメラ・ビデオカメラ等での撮影及び録音をすること。 

２ 会長は、前項に掲げる行為を行った傍聴人の退場を命じることができる。 

 

第６ 発言の要旨等は事務局でまとめ、内容を確認のうえ北区ホームページ上に掲載、そ

の他の方法をもって広く区民に周知することとする。 
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北区まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議 

委員名簿 

 

区分 氏名 所属団体 カテゴリー 

学
識
経
験
者 

 岩崎 美智子 
東京家政大学家政学部児童学科 

教授 

ひと（結婚・

出産・子育て）

 遠藤 薫 
東京電機大学未来科学部建築学科 

特任教授 
まち 

 加藤 久和 明治大学政治経済学部 教授 ひと（人口）

各
団
体
代
表 

 池本 洋一 
株式会社リクルート住まいカンパニ

ー SUUMO 編集長 
住宅 

 榎本 義彦 北区民生委員児童委員協議会 会長 地域・福祉 

 大塚 麻子 北区子ども・子育て会議委員 
子ども・子育

て 

 越野 充博 東京商工会議所北支部 会長 産業団体 

 篠崎 勉 王子公共職業安定所 所長 仕事・行政 

 永沢 映 
NPO 法人コミュニティビジネスサポ

ートセンター 代表理事 
起業支援 

 馬場 和人 北区しんきん協議会 金融 

公
募
委
員 

 今井 直樹   

 内海 千津子   

 柴田 恵理子   

※敬称省略 

※区分ごとの５０音順 
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北区の人口の現状 

 

（人口ビジョン）図表３：出生数及び死亡数の推移 

 

出典：北区住民基本台帳人口による人口増減 

 

（人口ビジョン）図表４：転入数及び転出数の推移 

 

出典：北区住民基本台帳人口による人口増減 
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（人口ビジョン）図表５：総人口の推移に与えてきた自然増減及び社会減 

 

 

集計年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

自然増減 -512 -588 -548 -795 -748 -785 -874 -883 -785 -766 -1,005

社会増減 -1,598 -179 -61 280 1,590 1,189 -744 2,744 2,231 -62 -35

人口増減 -2,110 -767 -609 -515 842 404 -1,618 1,861 1,446 -828 -1,040

集計年 2011 2012 2013 2014 2015

自然増減 -1,203 -1,011 -747 -610 -628

社会増減 152 2,524 1,814 2,584 1,791

人口増減 -1,051 1,513 1,067 1,974 1,163  

出典：北区住民基本台帳人口による人口増減 
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（人口ビジョン）図表１３：外国人人口の推移 

 

 

集計年 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 

人数 2,592 2,673 2,757 2,806 2,936 3,152 3,345 3,689 4,364 5,385

集計年 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 

人数 7,950 7,900 7,939 8,946 9,839 10,035 9,855 9,579 9,641 9,660

集計年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

人数 10,069 10,668 11,293 12,154 12,931 13,743 13,576 13,834 14,007 14,740

集計年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016     

人数 15,530 16,176 16,063 15,451 14,248 14,558 16,005 17,609     

 

出典：2012（平成２４）年までは外国人登録者数 

2013（平成２５）年以降は北区住民基本台帳に基づく外国人人口 
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（人口ビジョン）図表１６：事業所数の推移（産業大分類） 

 
出典：平成 21 年経済センサス 基礎調査、平成２４年経済センサス 活動調査、平成２６年経済センサス 基礎調査 

 

（人口ビジョン）図表１７：事業者数の推移（産業大分類） 

 
出典：平成 21 年経済センサス 基礎調査、平成２４年経済センサス 活動調査、平成２６年経済センサス 基礎調査 
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（人口ビジョン）図表１８：事業所の新設・廃業比率の推移 
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出典：平成２４年経済センサス 活動調査、平成２６年経済センサス 基礎調査 
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北区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）の平成27年度実績⼀覧

現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 現状値（Ｃ＝Ａ+Ｂ） ⽬標値
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成26年度末 平成27年度 平成27年度末 平成31年度末

基本⽬標Ⅰ  ⼦育     北区 ⼀番    実感        

合計特殊出⽣率 1.20
（平成26年）   1.35

（平成32年）
148,325⼈

（平成27年1⽉1⽇）  150,057⼈
（平成28年1⽉1⽇）

146,000⼈
（平成32年1⽉1⽇）

50.2％
（平成25年11⽉）   現状値より増加を⽬指す

施策 ⽅向（1） 妊娠 出産 ⼦育  切 ⽬   ⽀援

産前産後セルフケア講座参加者数 － 307組 307組 2,000組

産後    利⽤者数 － 89組 89組 450組

⼦どもセンター設置数 － 2カ所 2カ所 15 17 所
（平成32年4⽉）

ティーンズセンター設置数 － 1カ所 1カ所 6 所程度
（平成32年4⽉）

妊娠届出時等に妊婦への⾯接を実施する割合 － 50.1% － 100%

放課後⼦ども総合プラン実施校 10校 5校 15校 36校
（⼩学校全校実施）

施策の⽅向（2）　⼦育てしながら働く世帯の⽀援 

保育所待機児童数 160⼈
（平成27年4⽉1⽇） 232⼈ 232⼈ 0⼈

学童クラブ定員数 2,530⼈ △15⼈ 2515⼈ 2,730⼈

病児保育実施施設数 － － － 1カ所

延⻑保育実施園数 44園 2園 46園 54園

ワーク・ライフ・バランス推進企業認定数 11社 3社 14社 26社

ワーク・ライフ・バランス推進アドバイザー派遣件数 0社 1社 1社 20社

施策 ⽅向（3） 住宅 供給 住環境 整備 居住⽀援

学⽣向 住宅 誘致 －    誘致検討

⽼朽家屋除却⽀援件数 21件 6件 27件 81件

居住可能な空き家対策 － 調査・検討 調査・検討 調査・検討
（試⾏実施）

親元近居助成件数 274件 48件 322件 1,174件

三世代住宅建設助成件数 145件 10件 155件 293件

⽬標指標

⼦育      層 若年層（20 49歳） ⼈⼝
※国⽴社会保障 ⼈⼝問題研究所 ⾏  北区 
⼦育  環境 ⽀援  満⾜度  ４     ５  
答えた割合（就学前の⼦どもの保護者）

-1-

資料５

平成28年7月27日
北区版総合戦略
推進会議資料



現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 現状値（Ｃ＝Ａ+Ｂ） ⽬標値
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成26年度末 平成27年度 平成27年度末 平成31年度末

⽬標指標

基本⽬標Ⅱ  ⼥性   若者   ⾼齢者  活躍 応援  

70.5%
（平成22年10⽉）   74.0%

（平成32年10⽉）
75.6%

（平成22年10⽉）   78.0%
（平成32年10⽉）

24.0%
（平成22年10⽉）   27.0%

（平成32年10⽉）
14.6%

（平成25年6⽉）   20.0%
（平成30年6⽉）

男性80.34歳
（平成25年）  80.41歳

（平成26年）
⼥性82.40歳
（平成25年）  82.36歳

（平成26年）

施策 ⽅向（1） ⼥性 活躍  環境   

⼥性             参加者数 － 174⼈ 174⼈ 450⼈

⼥性 起業家⽀援    受講者 創業⽀援
施設につなげた件数 － 31件 31件 15件

⼥性再就職⽀援事業   再就職者数 － 8 8 55⼈
（平成28年度末）

施策 ⽅向（2） 若者 就労⽀援 定着化

⾼校⽣模擬⾯接参加者数 383⼈ 149⼈ 532⼈ 983⼈

⼤学⽣インターンシップ事業実習数 30⼈ 20⼈ 50⼈ 155⼈

⼤学⽣を持つ保護者のためのセミナー参加者数 33⼈ 16⼈ 49⼈ 133⼈

若者向 就職⽀援    参加者数 87⼈ 7⼈ 94⼈ 187⼈

北区      事業   就職決定者数 － 40⼈ 40⼈ 200⼈

施策の⽅向（3）　⾼齢者の健康づくり・いきがいづくり

シニア向け再就職⽀援セミナー参加者数 － 24⼈ 24⼈ 150⼈

健康づくりを⽬的とした活動に主体的に関わる割
合

24.8%
（平成25年6⽉） － － 現状値より増加を⽬指す

⾼齢者いきいきサポーター登録者数 190⼈ 349⼈ 539⼈ 1,500⼈

⾼齢者 活⼒ ⽣   北区    検討 －   試⾏実施

施策の⽅向（4）　地域で⽀えあうしくみづくり

担い⼿育成研修参加者数 －   600⼈

町会 ⾃治会等 ⾒守 活動団体数 37団体 9団体 46団体 87団体

⾒守 協定業種数 4業種 0業種 4業種 7業種

コミュニティソーシャルワーカーの配置 － 1カ所 1カ所 1カ所
（モデル配置・検証）

⾼齢者あんしんセンター設置数 15カ所 0カ所 15カ所 17カ所

介護予防 ⽇常⽣活⽀援総合事業住⺠主体
サービス実施団体数 － 12団体 12団体 34団体

若者(20 34歳) 就業率

⾼齢者(65歳以上) 就業率

区政参画・地域活動への参加割合

65歳健康寿命 現状値より延伸を⽬指す

⼥性(25 44歳) 就業率
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現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 現状値（Ｃ＝Ａ+Ｂ） ⽬標値
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成26年度末 平成27年度 平成27年度末 平成31年度末

⽬標指標

基本⽬標Ⅲ　「創造へのチャレンジ」によって、地域産業の活性化を図る

695,589百万円
（平成24年度）   現状値より増加を⽬指す

－ 72⼈ 72⼈ 500⼈

1.48%
（平成21-24年）   東京都平均を⽬指す

42商店街  53商店街 現状維持を⽬指す

施策の⽅向（1）　新たな産業の展開

⼤学等との共同開発研究助成件数 2件 1件 ３件 12件

新製品・新技術開発⽀援助成件数 16件 4件 20件 31件

産産連携 推進  交流    開催回数 － 9回 ９回 57回

施策の⽅向（2）　創業・起業⽀援

コミュニティビジネス中間⽀援機能 － 推進 推進 充実

チャレンジショップ⽀援助成件数 21件 4件 25件 31件

施策の⽅向（3）　⽣活サービス産業の育成

北区街       開講回数 －  － 4回

商店街にぎわい再⽣プロジェクト推進事業助成
商店街数 6商店街 1商店街 7商店街 11商店街

外国⼈ウェルカム商店街事業助成商店街数 － ー ー 10商店街

付加価値額（企業単位）

創業⽀援事業計画による創業者数

創業⽐率

イベントを実施している商店街数
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現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 現状値（Ｃ＝Ａ+Ｂ） ⽬標値
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成26年度末 平成27年度 平成27年度末 平成31年度末

⽬標指標

基本⽬標Ⅳ       ⼀層 推進 図  北区 個性 魅⼒ 発信  

－   －

－   －

611,000⼈
（平成26年）  605,800⼈

（平成27年） 現状値より増加を⽬指す

17%
（平成26年6⽉）  28%

（平成28年２⽉） 現状値より増加を⽬指す

43位
（平成27年）  31位

（平成28年） 30位以内を⽬指す

施策の⽅向（1）　「にぎわい」・「地域⽣活」の拠点整備

（設定せず）  

施策の⽅向（2）　防災まちづくりの推進

都市防災不燃化 促進 1路線継続
5路線1地区準備

1路線継続
2路線1地区着⼿

３路線準備

1路線継続
2路線1地区着⼿

3路線準備
1路線終了

⽊造⺠間住宅耐震改修 建替 助成件数

改修 290件 26件 316件 790件

建替え 99件 12件 111件 199件

マンションの耐震化助成件数

分譲マンション 13件 8件 21件 57件

賃貸マンション 2件 0件 2件 17件

緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成件数

耐震改修 2件 5件 7件 19件

建替え － 1件 １件 6件

公共防災船着場（志茂） － 協議 協議 整備完了

⾬⽔流出抑制施設整備個所数 9個所 1箇所 10箇所 14個所

⼟砂災害ハザードマップ － 検討・調整 検討・調整 作成・配布

バリアフリー基本構想 － 全体構想策定 全体構想策定 策定

施策の⽅向（3）　地域資源を⽣かした⽂化・観光施策の推進

（仮称）北区観光協会 設⽴ 設⽴準備 設⽴準備 設⽴準備 設⽴

鉄道 ⾯影 残  記念      等 設置 検討 検討 検討 設置

⽥端⽂⼠村記念館 ⼊館者数（年間） 11,548⼈ 12,405  13,500⼈

⽂化芸術活動拠点（    ） 平均稼働率 37%
（平成27年9⽉末） 44%  60%

施策 ⽅向（4） 北区 個性 魅⼒ 発信

             北区  PR

総合案内サイン設置数 1枚 1枚 2枚 2枚

PRサイン設置数 － 10枚 10枚 10枚

      獲得掲載率 64%  71% 現状値より増加を⽬指す

北区          ⽅針 検討 策定 策定 策定

         認知度 －  向上 向上 

快適 魅⼒        推進

バリアフリーのまちづくりの推進

滞在⼈⼝（休⽇）

北区 認知度
（北区 詳  知    ⼜   程度知    割合）

住   街     （関東 ⾏政市区）
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現状値（Ａ） 実績（Ｂ） 現状値（Ｃ＝Ａ+Ｂ） ⽬標値
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成26年度末 平成27年度 平成27年度末 平成31年度末

⽬標指標

基本⽬標Ⅴ　他⾃治体と共に発展できる取り組みを進める

11事業  12事業 16事業

－   5団体

施策 ⽅向（1） 他⾃治体  連携 協⼒ 交流

⾃治体との防災協定締結 6団体   11団体

友好都市交流協定 3団体 0団体 3団体 4団体

他⾃治体 連携  事業数（年間） 11事業  12事業 16事業

新たに連携を始めた⾃治体数 －   5団体

他⾃治体 連携  事業数（年間）

新たに連携を始めた⾃治体数
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重要業績評価指標（KPI）地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付

金（地方創生先行型）活用事業の効果検証について 
 

昨年度策定した「北区まち・ひと・しごと創生総合戦略」に盛り込むことを

前提に、国の「地域活性化・地域住民生活等緊急支援のための交付金（地方創

生先行型）」を活用した事業を先行して実施したので結果等について報告する。 

 
 
交付対象事業の名称 

（１）（仮称）北区まち・ひと・しごと創生総合戦略等策定事業   

予算額 6,133 千円 

実績額 5,772 千円 

区の人口等の現状と将来の展望を示した「北区人口ビジョン」及び「北区人口ビジョン」

において示した「目指すべき将来の方向」を実現するため、重点的・効果的な施策をまと

めた「北区まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定。 

①地方人口ビジョン策定に伴う各種調査委託費    

②外部有識者を含む地方版総合戦略検討会の運営費  

 

（２）地域で受け継ぐ文化芸術の創造事業 

予算額 8,055 千円 

実績額 8,055 千円 

北区田端は、明治中期から昭和の半ばにかけて約１００人もの文士芸術家が暮らした都内

最大級の「文士村」があった。その功績を次代に継承し紹介するため、平成５年に「田端

文士村記念館」を設立し、これまで文化芸術家の作品や原稿等の資料展示、講演会・散策

会等のイベントを実施している。 

今後、区民だけでなく多くの観光客に向けて、「文士村」の魅力をさらに発信するため、「田

端文士村記念館」の展示機能の充実を図る。 

（内容） 

①展示機能の充実: 

多目的ホールを展示スペースとして活用し、文士芸術家及び作品を紹介する画像ソフ

ト・パネル・複製資料を制作、投影・展示するための機器等を設置する。 

②復元ジオラマの制作: 

文士村で最も著名な芥川龍之介邸の復元ジオラマを制作する。また、２０２０年の東

京オリンピック・パラリンピックを見据え、外国語表記等を行う。 

 

重要業績評価指標（KPI）  

 

事業終了後に

おける実績値指標 指標値（単位） 目標年月

展示ホール入館者数 12,500 人 H28.3 12,405 人
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（３）女性の活躍推進応援塾 

予算額 1,329 千円 

実績額 1,104 千円 

女性のさらなる活躍を推進するため、女性のキャリア・アップやリーダーシップ力の向

上等をテーマにしたセミナーを実施するとともに、女性が活躍する場面の一つである起業

を支援する起業家支援セミナーを開催。 

 

（内容） 

  ①女性の活躍推進応援塾（キャリアアップ支援セミナー） 

   主に働いている女性を対象にキャリアアップやリーダーシップの向上を目的とした

全４回のセミナーの開催 

  ②女性の活躍推進応援塾（女性起業家支援セミナー） 

   起業を目指す女性を対象に、基礎編として全３回のセミナーを開催。 

 

重要業績評価指標（KPI）   

 

事業終了後に

おける実績値指標 指標値（単位） 目標年月

セミナー参加者数 100 名

H28.3 

174 名

創業支援施設につなげ

た件数 

3 件 31 件
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（４）産前産後ケア事業 

予算額 4,330 千円 

実績額 4,227 千円 

出産年齢の高齢化に伴い、出産前後に頼りとしている親も高齢化が進み、なかなか支援

を受けにくくなっている。 

また、地域との交流が希薄になっているなかで、相談する相手もいないまま慣れない育

児をして、心身ともに疲労し、孤立してしまうケースも少なくない。 

そのため、出産前後の女性の精神的な不安や孤立による育児不安の解消を図り、心身と

もに健全な育児ができるよう、産前産後セルフケア講座を開始するとともに、民間団体が

行う産後デイケアの取り組みを支援する。 

 

（内容） 

 ①産前産後セルフケア講座 

  区内の児童館を会場として、安定期以降の妊婦と生後１２０日までの乳児を持つ母

親を対象としてエクササイズによる身体のケアや子育てに関する情報の提供、情報

交換を実施。 

  ②産後デイケア事業 

   出産後の母子への心身のケアや育児サポートをしている民間団体へ、産後デイケア

の取り組みに対して支援 

 

重要業績評価指標（KPI）  

 

事業終了後に

おける実績値指標 指標値（単位） 目標年月 

講座参加者 400 組 
H28.3 

307 組

デイケア利用者数 90 組 81 組
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北区版総合戦略 中期計画改定 議会日程

上

中

下 推進会議①（施策の効果検証・改定に係る検討）

上

中

下

上

中 Ｈ28第３回定例会

下

上

中

下

上

中

下 中期計画（案）策定報告 Ｈ28第４回定例会

上 北区版総合戦略改定版(案)のとりまとめ

中 推進会議②（改定版(案)の提示、検討）

下 パブリックコメント実施

上

中

下 パブリックコメント提出締切

上 パブリックコメント結果報告

中

下

上 北区版総合戦略改定版策定報告 中期計画策定報告 Ｈ29第１回定例会

中

下

3

7

8

9

10

平成28年度

平成28年度 北区版総合戦略改定スケジュール

11

12

1

2

総合戦略改定版に位置付
ける具体的な施策の検討
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地方創生加速化交付金（２次募集）に係る実施計画の提出について 

 

１ 要  旨 

  本補正予算に計上している「北区版総合戦略推進事業費」については、 

 地方創生加速化交付金（以下「本交付金」という。）を特定財源に見込ん

でおり、先般、本交付金（２次募集）に係る実施計画を国へ提出した。 

  本交付金については、１次募集の際、不採択となった経緯があること

から、２次募集に向けた実施計画の立案にあたっては、本交付金の趣旨

や採択された他区の実施計画を精査のうえ、所管官庁の内閣府への事前

相談を経て、提出したものである。 

 

２ 本交付金（１次募集）の経緯 

（１）  提出事業 

①  「住めば、北区東京。」プロモーション事業 

②  生活サービス産業活性化事業 

（２）  不採択の要因 

   ２３区では、9 区申請のうち６区が採択された。採択された 6 区の

事業内容のヒアリングを実施した結果、自治体間連携の考え方が反映

されていることが、採択の評価要素として大きいと推測された。 

 

３ 本交付金（２次募集）の申請内容 

（１）  提出事業 

①  互いの魅力を生かしたＷＩＮ-ＷＩＮの自治体間連携・交流推進事業 

・友好都市と連携したＰＲ動画の作成 

・自治体間連携・交流推進の更なる充実の取組み 等 

②  子育てしながら働く女性・世帯の輝き応援事業 

・子育てしながら働く女性・世帯のための調査・研究  

   ・パイロット事業の実施 等 

 

４ 今後の予定 

        交付決定額の内示、交付決定 

        事業実施   
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